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1．はじめに 

 東日本大震災以降，津波に関する検討や研究の重要性

が再認識され，行政による想定災害の見直しや，津波避

難可能施設の計画や建設，訓練や防災教育の推進等，

様々な対応が図られている． 

一般に，津波避難計画を検討する場合，想定津波の計

算や避難シミュレーション等の比較的高度な技術を要す

る上流工程は，国や都道府県が大学，研究機関，コンサ

ルタント等の協力を得て行い，市町村あるいは町内会等

の小さな地域行政やコミュニティではその結果を利用す

るに留まっている．このため，比較的小さな地域行政や

コミュニティで，各々の現状に合わせた避難計画を一か

ら作成することは，極めて少ないのが現状である．しか

しながら，実際に避難する際に共助の及ぶ範囲で，細か

な地域の特徴を考慮した検討を行うことで，より一層適

切な避難計画を構築できると考えられるため，今後は，

小さな地域行政やコミュニティでの実質的な対応が重要

になると考えられる．そのためには，簡便で操作性のよ

い津波・避難シミュレータの普及が必要である． 

釧路市は，北海道の太平洋沿岸に位置しており，これ

まで度々津波による被害を受けてきた．そこで釧路市は

東日本大震災以前から避難施設の整備や，津波ハザード

マップの発行を行い，津波に対する対策を行っている．

東日本大震災以後も，津波ハザードマップの見直し，釧

路市津波避難計画の策定を行うなど，積極的に対応して

いる．しかしながら，中心市街地に比較して大楽毛地域

を含む釧路市西部は避難施設となる大型の建物が少ない

など，検討すべき点が残されている． 

そこで，本研究では，比較的小さな地域内で津波避難

計画の策定や改善を行うことを想定して，高度な専門的

知識を持たずともある程度の学習で使用が可能となる簡

易なアプリケーションソフトを用いて，津波避難計画の

検討を試みた．対象地域は釧路市大楽毛地域とし，想定

される津波到達時間と現地調査に基づき，津波避難シミ

ュレーションを行い，避難施設の効果や避難経路の最適

化について検討した． 

 

２．釧路市津波避難シミュレータの概要 

本研究では，釧路市津波避難シミュレータを使用した．

このアプリケーションは，避難施設の設置や避難計画の

策定での初期段階に役立つ支援ツールを低予算で提供す

ることを目的としており，特徴として，容易な操作で津

波避難シミュレーションを実行できること，新規津波避

難ビル設置効果の検証等のケーススタディを容易に実行

可能であること，避難時間や避難イメージ動画といった

結果を短時間で出力できる点が挙げられる．本研究では

釧路市から使用許可を得た上で，開発元よりアプリケー

ションの提供を受けた． 

 

３．計算方法と計算条件 

釧路市津波避難シミュレータの最短経路探索には，

「ダイクストラ法」が用いられている． 

計算領域は，東西を新釧路川から大楽毛西，南北は昭

和北・中鶴野以南の海岸線までとし，本研究での津波避

難検証区域は星が浦川以西の大楽毛地域とした．計算領

域に配置した避難者数は 49,0000 人で，計算負荷低減の

ため 10 人の避難者を１つのエージェントとしてシミュ

レーションを実施した．したがって，避難先の避難人数

は 10 人単位で示される．避難者の移動方法は徒歩とし，

移動速度は 56m/min とした．避難施設は，釧路市津波

避難計画 1）に基づき，大津波警報を対象とした津波緊

急避難施設 15か所および津波避難ビル 7か所の計 22か

所とした．このうち，検証対象とした大楽毛地域の避難

施設を表-1 に示す．表中の収容可能人数は，釧路市津

波避難計画に示されている数値で，原則として避難者の

待機場所として想定している階層の面積の 50%を待機

スペースとし，避難者 1人当たり 1平方メートルで算定

されている．なお，釧路市津波避難計画には津波避難ビ

ルの収容可能人数が示されていない． 

検証の目安となる避難可能な時間については，北海道

庁が公開している津波シミュレーション結果等を参考に

30分以内とした． 

 

表-1 検証対象とした津波避難施設 

津波緊急避難施設 
収容可

能人数 
津波避難ビル 

下水終末処理場 450 マルセンクリーニ

ング本社工場 大楽毛中学校 440 

釧路鶴野支援学校 1,600 王子マテリア社宅 

釧路優心病院 430  

釧路高専 3,600  

 

４．計算結果と考察 

4.1 避難施設の収容人数に関する検証 

津波緊急避難施設の収容可能人数を設定した場合と設

定しない場合および津波避難ビルを使用した場合と使用

しない場合について，各避難施設の避難者数の比較を図

-1に示す． 

収容可能人数を設定しない場合，避難者は最短経路と
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なる避難施設に収容される．釧路優心病院と大楽毛中学

校は，収容可能人数を大幅に上回る避難者が避難してお

り，避難上有利な位置に立地することがわかった．収容

可能人数を設定した場合，釧路優心病院の超過分は釧路

高専及び王子マテリア社宅に，大楽毛中学校の超過分は

マルセンクリーニング本社工場へ避難した．また，避難

に要する時間については，大楽毛南 3丁目・4丁目の住

人は避難先の変更により，30分以内に避難完了できな

かった．さらに津波避難ビルを使用しない場合，王子マ

テリア社宅に避難していた大楽毛南 1丁目・2丁目の住

人は 30分以内に避難完了できず，マルセンクリーニン

グ本社工場への避難者はその他の避難施設が定員に達し

たために避難不可となった． 

 

 

（a）津波避難ビルを使用する場合 

 

（b）津波避難ビルを使用しない場合 

図-1 避難者数の比較 

 

4.2 釧路新道緊急避難階段の効果 

平成 27年 1月 15日に国土交通省北海道開発局と釧路

市が設置した「釧路新道緊急避難階段」（以下，新道階

段と記す）の効果について検証した． 

津波避難ビルを使用すると仮定した場合，津波緊急避

難施設の収容可能人数の設定の有無に関わらず，新道階

段に避難する避難者はいなかった．また，津波避難ビル

を使用しないと仮定した場合についても，津波緊急避難

施設の収容可能人数を設定しない場合は，新道階段に避

難する避難者はいなかった．これらのことから，新道階

段の設置地点は，何れの避難者からも最短経路とはなら

ないことがわかった．一方，津波避難ビルを使用しない

と仮定し，津波緊急避難施設の収容可能人数を設定した

場合は，釧路高専を除く新釧路川以西にある避難施設は

全て定員となり，溢れた避難者は全員新道階段に避難し

た．避難時間については，新道階段に最短で到達した大

楽毛 4 丁目の避難者で最大 22.5 分を要し，これ以外は

全て 30 分以上掛かった．以上から，新道階段は一時避

難所として有効な施設であると言えるが，移動距離が長

いため，車両による避難が前提となる施設であることが

わかった． 

 

4.3避難経路の最適化に関する検証 

現地調査にて確認した，道路ではないが通行が考えら

れる箇所や，地図上は道路であるが整備されていない箇

所などを計算に反映させた効果について，収容可能人数

を設定したケースで，避難経路の最適化を行った場合と

行わなかった場合を比較して検証した．マップデータの

編集は，線路の横断，高架下の通過といった経路の最適

化を大楽毛駅周辺，下水終末処理場周辺にて実施し，整

備されていない道路の閉鎖を王子マテリア社宅周辺にて

実施した． 

経路最適化の効果では，星が浦大通 5丁目の過半の避

難者が，新たに下水終末処理場に避難することで，避難

時間を最大 15 分短縮している．避難者数においても，

何れのケースでも最短経路とならなかった下水終末処理

場が定員を満たすまで利用率が向上することがわかった．

大楽毛南 4 丁目においても，局所的に避難時間を 22.5

分以上縮めている． 

道路の閉鎖では，王子マテリア社宅に避難していた大

楽毛南 2丁目の避難者が，これまでの避難経路を迂回す

ることにより，避難時間が最大 7.5 分増加することがわ

かった． 

 

５．結論 

本研究で行った津波避難シミュレーションの結果，大

津波警報の対象となる津波に対して，釧路市大楽毛地域

は津波避難施設が不足していることがわかった．北海道

庁が公表した最大クラスの津波への対応として，さらに

津波避難施設を整備していく必要があると言える．今後

の釧路市における津波避難施設の計画にあたっては，今

回検討した項目の他にも比較的広域な避難における自動

車の有効利用法や市街地の昼夜間人口の変化を考慮した

検討等が必要である．また，町内会等の小さなコミュニ

ティと連携を図りながら情報収集を行い，実情に即した

避難行動マニュアル等の作成も重要であると考えられる． 

 最後に，本論文は，第一著者の兼板が学位（学士）取

得のため独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に提

出した「学修成果」の津波避難に関する部分について，

釧路市津波避難計画が改訂されたのに伴い一部再計算し，

加筆・修正したものであることを付記する． 
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